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I はじめに
アメリカの財務会計基準審議会 (FASB)による財務会計基準書第121号「減
損した長期性資産および、処分予定で保有する長期性資産の会計処理(1995)J (1)
(以下SFAS第121号と略称する)が設定される以前においても，企業は，長期性
資産の帳簿価額が回収不能となることを示す減損についての証拠がある場合，
長期性資産を評価減してきた。しかしながら 長期性資産の減損についての会
計実務は，多様であり，いかなる会計基準も，減損をどの時点で，いくら計上
すべきであるかについて規定していなかったへ長期性資産の減損を測定し，
報告するための基準の欠如が 財務諸表の目的適合性および、比較可能性を低下
させていた。このため， FASBは， 1990年に討論資料(3)を 1993年10月に公開草
案(4)を発行した。その後， FASBは，多くのコメントを検討したのち， 1995年3
月にSFAS第121号を発行した。
また，国際会計基準委員会は， 1998年6月に国際会計基準第36号「資産の減
損J(5) (以下IAS第36号と略称する)を発行した。さらに，アメリカ，カナダ，
イギリス，オーストラリア，ニュージーランドの各会計基準設定主体および、国
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際会計基準委員会のメンバーやスタッフによるスペシャルレポート「長期性資
産の回収可能額判定テストを規定する会計基準の国際的調査(1997年)J (6) (以
下 iG4+1スペシャルレポートJと略称する)において，減損に関する会計基
準が検討されている。我国においても，企業会計審議会によって基準設定のた
めの検討がなされてきているω。このような状況のもとで，減損に関する会計
処理方法を検討することは，大きな意義があると考えられる。
本論文の目的は，減損に関する会計基準やその背後にある理論を比較検討す
ることによって，より望まし減損に関する会計処理方法を提唱するための最初
のステップとして， SFAS第121号による減損に関する会計基準とその背後にあ
る理論を検討することである。
1 SFAS第121号による減損会計のしくみ
本節では， SFAS第121号による減損会計の基本的手続とその具体的な手続を
明らかにする。
(1) SFAS第121号による減損会計の基本的手続
SFAS第121号による減損に関する会計処理は，次の3つの基本的手続で行われ
る。
① 減損発生の兆候を調査する。つまり，長期性資産の帳簿価額が回収でき
ないかもしれないことを示すような事象または状況の変化が発生している
かどうかを調査するω(para.4)。
②減損発生の兆候がある場合 予測される将来キャッシュ・フローの総額
を見積もり，それが長期性資産の帳簿価額以下である場合，減損を認識す
る (para.6)。
③ 減損が認識される場合，減損の金額は，長期性資産の帳簿価額がその公
正価値を超過する金額として測定される (para.7)。
SFAS第121号によれば，第一の基本的手続として減損発生の兆候が調査され
る。第一の基本的手続における減損発生の兆候を示す事象または状況の変化の
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事例として，次のような事項が例示されている (para.5)。
a. 資産の市場価格の著しい下落
b. 資産を利用する範囲もしくは方法についての著しい変化または資産につ
いての著しい物理的変化
C. 資産価値に影響を与えうる法的要因もしくは事業風土における著しく不
利な変化または規制当局による不利な裁定または査定
d. 資産を取得または建設するために当初予測した金額を著しく超過する原
価累計額
e. 収益稼得を目的として利用する資産に関連する継続的な損失を証明する
ような営業損失またはキャッシュ・フロー損失の過年度の実績または予測
と結合した当期営業損失またはキャッシュ・フロー損失
SFAS第121号によれば，減損発生の兆候がある場合 第二・第三の基本的手
続として減損が認識・測定される。以下SFAS第121号による減損の認識・測定
について，設例を用いて説明する (9)。
【設例 I】
19X 1年12月31日 企業実体は 取得原価250.000ドル 減価償却累計額
50， 000ドルの資産を保有している。経営者によれば， この資産は，翌期以降4
年間にわたり毎期40.000ドルのキャッシュ・フローをもたらすであろうと見積
もられている。
この【設例 I】においては，帳簿価額 (200，000ドル)が，予測将来キャッ
シュ・フロー(160.000ドル)より大きいので 資産の減損が認識される。次
に，経営者は，減損損失の金額を算定しなければならない。この減損損失の金
額は，減損損失の有無を決定するために用いた帳簿価額と予測将来キャッシュ・
フローの総額の差額40.000ドルではない。そうではなく，減損損失の金額は，
帳簿価額と公正価値との差額として算定される。公正価値として，当該資産ま
たは類似資産にとっての市場相場が入手可能で、ないならば，予測将来キャッシュ・
フローを割り引く必要がある。経営者が適切な割引率を10%と決定するなら，
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予測将来キャッシュ・フローの現在価値(公正価値)は 126，800キドルである。
(キ 40，000ドルX3.1699=126，796ドルー 126，800ドル)
したがって，減損損失の金額は，次のように算定される。
帳簿価額 200，000ドル
公正価値 (ー)126， 800 
減損損失 73， 200ドル
以上の結果， 【設例リのもとでは，経営者は，減損損失を次のように記録
する。
(借方)減損損失 73， 200 (貸方)資産73，200 
なお， 【設例 1)のもとでは，資産の帳簿価額は， 126，800ドルとなる。こ
の修正後帳簿価額は，当該資産について4年の残存耐周年数にわたって減価償
却される。
(2) SFAS第121号による減損会計の全体像
SFAS第121号による減損に関する会計処理の全体像をフローチャートで示せ
ば，図 1のようになる。 SFAS第121号による減損会計の基本的手続は，前述し
たように①減損発生の兆候の調査，②減損の認識，③減損の測定であるが， SF 
AS第121号は， これらの基本的手続を具体的に適用するに必要なより詳細な規
定や処分予定資産の減損に関する規定を示している。
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(3) 利用予定資産の減損に関する認識
SFAS第121号 (para.6)は，利用予定資産の減損に関する認識について， r pa
ra.5で規定された事象または状況の変化の事例が存在するか，あるいは他の事
象または状況の変化によって，企業実体が保有し利用する予定の資産の帳簿価
額が回収できないかもしれないことが示される場合，企業実体は，資産の利用
および、その最終的処分によって生じると予測される将来キャッシュ・フローを
見積もるべきである。 ・・・予測される将来キャッシュ・フローの総額(割り
引かず，利息を含まない)が，資産の帳簿価額以下である場合，企業実体は，
この基準に準拠して減損を認識しなければならない。」と規定している(10)。
なお， SFAS第121号 (para.8)は，減損の認識(帳簿価額と将来キャッシュ・
フローの総額との比較)において用いる将来キャッシュ・フローについて，
「資産が減損しているかどうかを決定するために将来キャッシュ・フローを見
積もる場合 (para.6)および、減損した資産を測定するにさいして，将来キャッ
シュ・フローを用いる場合 (para.7)，他の資産グループのキャッシュ・フロー
から概ね独立した 識別可能なキャッシュ・フローをもたらす最小単位に，資
産をグループ分けしなければならない。」と規定している。
(4) 利用予定資産の減損に関する測定
SFAS第121号 (para.7)は，利用予定資産の減損に関する測定について，
r para. 6に準拠して認識される減損は 資産の帳簿価額が資産の公正価値を超
過する金額で測定しなければならない。」と規定した上で 資産の公正価値に
ついて，次のように規定している(川l日川1)
「資産の公正価値は，資産が自発的な意思を有する当事者間のカレントな取
引において売買される金額，つまり，強制的または清算的売却によらない金額
である。活発な市場における市場価格が，公正価値についての最善の証拠であ
る。市場価格が，入手可能である場合，それを測定基礎として利用すべきであ
る。市場価格が，入手できない場合，公正価値の見積もりは，その状況で入手
可能な最善の情報に基づくべきである。公正価値の見積もりは，その状況にお
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いて利用可能な範囲で類似の資産の価格や評価技法の結果を考慮すべきである。
評価技法の例には，関連するリスクに相応する割引率を用いた見積もり予測将
来キャッシュ・フローの現在価値，オプション価格モデル，マトリックス価格，
オプション修正スプレドモデルおよび、基礎分析が含まれる。」
このように， SFAS第121号 (para.7)は，減損の測定に用いる公正価値とし
て，①活発な市場における市場価格が入手可能である場合，それを利用し，入
手できない場合，②類似の資産の価格または③評価技法による測定値を利用す
べきであると規定している。ここで，評価技法による測定値を利用する場合，
SFAS第121号 (para.75)は， r審議会は，活発な市場における市場相場が存在
しない，本基準書の対象となっているある種のタイプの資産についての公正価
値を決定するさいに実務上の問題があることを認識している。評価技法を用い
る目的は，公正価値を決定することであるが，審議会は，状況によっては，過
剰なコストや努力を払うことなく入手できる唯一の情報が 資産の利用から生
じる企業実体の予測将来キャッシュ・フローに限られることも認めている。」
と規定し，公正価値として個別企業の予測将来キャッシュ・フローを利用する
を認めている。
なお， SFAS第121号 (para.11)は， r減損が認識された後，減損された資産
の帳簿価額は，新しい原価として会計処理されるべきである。減価償却される
資産にとって，この新しい原価は，資産の残存耐周年数にわたって減価償却さ
れるべきである。以前認識した減損損失を戻し入れることは禁止される。Jと
規定している。
(5) 営業権を伴う減損に関する会計処理
SFAS第121号 (para.12)によれば，営業権を伴う減損に関する会計処理は，
次のように規定されている(12)。
① パーチェス法を用いて会計処理された企業結合において取得された資産
についての回収可能性がテストされる場合，その取引で生じた営業権は，
回収可能性を決定するさいの資産の一部として含めなければならない。
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② その取引で取得したすべてではなく 一部の資産についての回収可能性
がテストされる場合 営業権とこれらの資産とを結合するより優れた他の
方法がない場合，営業権は，取得日に取得した長期性資産および、特定の識
別可能な無形資産の相対的公正価値を用いて 比例基準に基づいて回収可
能性がテストされる資産に配分しなければならない。
③ 営業権が減損を被る資産として認識される場合 減損した長期性資産お
よび特定の識別可能な無形資産の帳簿価額を減額するに先だ、って，認識さ
れた営業権の帳簿価額を減額しなければならない。
以下において，営業権を伴う減損に関する会計処理について設例を用いて説
明する。
【設例E】
条件 1:パーチェス法を適用して会計処理した企業結合において取得した資
産およびその公正価値は，以下に示す通りである。この取得の結果， 120，000 
ドルの営業権が認識されている。
機械設備 150，000ドル
建物 275， 000 
識別可能な無形資産 75， 000 
合計 500， 000ドル
条件2: 19X1年12月31日，機械設備および、営業権の帳簿価額は，それぞれ1
25， 000ドルと100，000ドルである。経営者は，機械設備について減損テストの
実施を決定する。また，機械設備から生じる予測将来キャッシュ・フローは，
翌期以降4年間毎期37，500ドルである。
経営者は，減損テストの実施に先だ、って， 30， 000キドルの営業権を機械設備
に配分しなければならない[キ(150，000/500，000)X 100，000ドル]。この結果，
機械設備の帳簿価額は， 155， 000ドル(125，000ドルの機械設備+30，000ドルの
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営業権)に増加する。したがって，配分された営業権を加算した機械設備の帳
簿価額(155，000ドル)は，予測将来キャッシュ・フローの総額(150，000ドル=
4X37，500ドル)を超えるであろう。
条件3:経営者は適切な割引率を10%と決定する。この結果，機械設備の予
測将来キャッシュ・フローの現在価値(公正価値)は， 118，870キドルである
(キ37，500ドルX3.1699=118， E71. 25ドルー 118，870ドル)。
したがって，減損損失の金額は 次のように算定される。
修正後帳簿価額
公正価値
減損損失
155， 000ドル
(-) 118，870 
36， 130ドル
以上の結果， 【設例E】のもとでは，経営者は，減損損失を次のように記録
する。
(借方)減損損失 36， 130 (貸方)営業権 30， 000 
機械設備 6， 130 
なお， [設例E】のもとでは，資産の帳簿価額は， 118， 870ドル(125，000ド
ル-6，130ドル)となる。この帳簿価額は，当該資産についての4年の残存耐用
年数にわたって減価償却される。 70，000ドルの残存営業権は，その残存有効年
数にわたって償却され続ける。
(6) 処分予定資産の減損に関する会計処理
SFAS第121号 (para.15)によれば，処分予定資産の減損に関する会計処理は，
fAP B意見書第30号によれば 処分予定の資産は，帳簿価額か正味実現可能
価額のいずれか低い価額で測定すべきであると要請されている。意見書第30号
の対象にならないすべての処分予定の長期性資産および特定の識別可能な無形
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資産で，経営者が売却であれ，除却であれその処分の計画を確定している資産
は，帳簿価額か売却コストを控除した公正価値のいずれか低い価額で測定すべ
きである。処分予定の資産についての公正価値は，本基準書のpara.7に準拠し
て測定しなければならない。」と規定されている。
以下において，処分予定資産の減損に関する会計処理について設例を用いて
説明する。
【設例E】
19X1年12月31日，経営者は 中古の機械を処分する計画に合意した。機械
の取得原価は， 500，000ドル，帳簿価額は， 200，000ドルである。予測将来キャッ
シュ・フローの総額は 240. 000ドルである。通常， 205，000ドルで売却される
類似の機械の価格が，公正価値の決定に用いられる。経営者は，売却コストを
10，000ドルと見積もる。
経営者は，機械の修正後帳簿価額と減損損失を次のように算定する。
帳簿価額 200， 000ドル
公正価値 205. 000 
控除:見積売却コスト 10.000 
修正後公正価値 ( -) 195，000ドル
減損損失 5， 000ドjレ
以上の結果， 【設例m]のもとでは，経営者は，減損損失を次のように記録
する。
(借方)減損損失 5， 000 (貸方)機械 5， 000 
m SFAS第121号による認識基準を支持する見解とその問題点
第E節で述べたように， SFAS第121号は，減損の認識基準について， I予測
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される将来キャッシュ・フローの総額が資産の帳簿価額以下である場合，減損
を認識しなければならない。Jと規定している。本節では， SFAS第121号による
認識基準を支持する見解とその問題点を明らかにする。
(1) SFAS第121号による認識基準を支持する見解
SFAS第121号による認識基準を支持する見解によれば，次の2つの論点が主張
されている。①SFAS第121号による認識基準は，減損の定義や貸借対照表の基
礎にある基本的前提と首尾一貫しているとの論点，②SFAS第121号による認識
基準は，その適用が容易であり，コストを最小限に抑えることができるとの論
占
①の論点: rSFAS第121号による認識基準は，減損の定義や貸借対照表の基
礎にある基本的前提と首尾一貫しているとの論点J
SFAS第121号は，減損の認識基準について， r審議会は，資産の利用および最
終的な売却から(割り引かない，利子費用を含まない)予測される将来キャッ
シュ・フローの総額が当該資産の帳簿価額に満たない場合，減損による損失を
認識しなければならないとの結論に同意した (para.65) 0 Jと述べた上で， こ
の認識基準を支持する見解を「このアフローチは，資産の帳簿価額が完全には
回収できない状況を意味する減損の定義とも，また報告される資産の帳簿価額
は，少なくとも回収可能なものでなければならないとの貸借対照表の基礎にあ
る基本的前提とも首尾一貫していると審議会により考えられている (para.65) 0 J 
と説明している。要するに SFAS第121号によれば減損の認識基準(将来キャッ
シュ・フローの総額が当該資産の帳簿価額に満たない場合 減損による損失を
認識する)の論拠の1つは その認識基準が減損の定義(資産の帳簿価額が完
全には回収できない状況を意味する)と首尾一貫している点に求められている。
また，もうlつの論拠は，その認識基準が貸借対照表の基礎にある基本的前提
(資産の帳簿価額は 少なくとも回収可能なものでなければならないとの前提)
と首尾一貫している点に求められている(13)。
上記の認識基準の論拠として用いられている減損の定義は， たとえば， APB 
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ステートメントNo.4において， I異常な状況のもとでは，施設が無価値にはなっ
てはいないけれども 原価の回収が不可能であることを示す，生産施設の効用
の減損についての確たる証拠が存在する場合がある。これらの施設の帳簿価額
は，しばしば回収可能な原価まで減額され，施設の売却または有効耐周年数の
経過に先だ、って，損失が記録される。」と規定されている(14)。また，上記の認
識基準の論拠として用いられている貸借対照表の基礎にある基本的前提は，た
とえば，AAAの会計原則(1948年)において， I貸借対照表に計上すべき原
価部分は，将来期間に配分しうる金額である。資産または資産グループが継続
的に利用される場合 この金額は 資産が生み出すと予測される残存有効用役
によって回収可能な原価部分である。売却目的で保有されている固定資産にとっ
ての貸借対照表計上額は 予測される正味受取額を超えない原価部分である。
取替原価または再生産原価の下落は 未配分の原価部分が回収できないことの
決定的証拠ではない。」と規定されている(1ヘこのようにここで認識基準の論
拠として用いられている定義や基本的前提は 現行の原価主義会計のもとで容
認されているものであると考えられる。したがって，この認識基準は，現行の
原価主義会計と整合性のある基準であると考えられる。
②の論点: ISFAS第121号による認識基準は，その適用が容易であり，コ
ストを最小限に抑えることができるとの論点」
SFAS第121号 (para.66) は，②の論点を「審議会は 減損損失を認識しな
ければならない時期を識別するための容認しうるアプローチとして(割り引か
ない，利子費用を含まない)予測される将来キャッシュ・フローの総額を用い
る回収可能性テストを採用した。多くの場合，キャッシュ・フローを予測する
コストを発生することなく， この金額が，資産の帳簿価額に等しいかまたはそ
れを超えるであろうかについて比較的容易に結論づけることができるであろう。」
と主張している。
また， IAS第32号 (Bpara. 84)は，減損認識の判定値として割引前将来キャッ
シュ・フローの総額の使用を支持する論点を次のように4つ指摘しているが，
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このうち(c)および、(d)の論点が，②の論点と符合するものであると考えられる。
(a) 割引前の金額に基づく減損認識の判定値の使用は，歴史的原価主義会計
のフレームワークと整合性がある。
(b) それは，財務諸表の利用者に誤解を与えるかもしれない一時的な減損損
失の認識や収益の変動をもたらす可能性を回避する。
(c) 正味売却価格および使用価値を具体的に算定することは，困難である。
つまり，資産の処分価額あるいは適切な割引率を見積もることは，困難で
ある。
(d) それは，減損損失を認識するためのより高い基準値となる。割引前将来
キャッシュ・フローの総額が資産の帳簿価額に等しいかあるいはそれを超
過するであろうことを 特定の将来期間に予想キャッシュ・フローを配分
する費用を発生させることなく決定することは 比較的容易である。
なお，上記の論点のうち(a)は，歴史的原価主義会計のもとでは，資産の経済
的価値を測定すべきとする思考はないので，資産原価の回収可能性に対する貨
幣の時間価値の影響を考慮する必要はないとの見解に基づくものであると考え
られる(16)。また， (b)は，認識基準として割引現在価値(割引後将来キャッシュ・
フロー)を使用する場合と比べて減損認識の判定値が大きく算定されることを
論拠とする見解であると考えられる。
(2) SFAS第121号による認識基準の問題点
SFAS第121号による認識基準の主要な問題点として，次の3点が指摘されてい
る(17)。
① SFAS第121号による認識基準によれば，資産の取得当初から帳簿価額>
将来キャッシュ・フローの総額となることが予定されているケースにおい
ても減損が認識されてしまうとの問題点
② SFAS第121号による認識基準によれば， 使用価値>帳簿価額>公正価値
のケースにおいては 帳簿価額>公正価値であっても，減損が認識されな
- 43 (581) 
いとの問題点
③ 合理的な企業の行う意思決定は，資産から予想される見積正味将来キヤツ
シュ・フローに基づいているのに SFAS第121号による減損の認識基準は，
貨幣の時間価値や資産に固有のリスクを考慮に入れていないとの問題点
①の問題点: iSFAS第121号による認識基準によれば，資産の取得当初から
帳簿価額>将来キャッシュ・フローの総額となることが予定されているケース
においても減損が認識されてしまうとの問題点」
勝尾は，①の問題点を iSFAS121における減損認識の判断基準は，回収可能
性テストによる簿価と資本価値の大小関係にあった。…回収可能性テストには
重大な問題が生じることになる。それは 簿価を資本価値が下回ることが当初
から予定されているケースについても 減損が認識されてしまう，という問題
である。」と指摘した上で その問題点の具体的内容を次のように説明してい
る(18)。
「償却性の有形固定資産の減価償却スケジュールには 任意の時点における
簿価(減価償却後の残存価額)を，その時点の資本価値が常に上回ることが，
制約条件として課されているわけではない。そのため，減価償却のスケジュー
ルによっては，ある時点で簿価を その時点の資本価値が下回ってしまうこと
が，当初から予定されているようなケースも考えられる。
とくに，早期に多くのキャッシュフローが回収されるために資本価値が加速
度的に逓減するケースにおいては顕著である。たとえば [図3Jのようなケー
スでは， t時点で簿価Btを資本価値Vtが下回る (Bt>Vt)ことが， 0時点
(取得時点)の段階で，すでに予定されていることになる。ここでは，減価償
却の方法は定額償却になっているが，仮に定率償却が選択されたとしても，同
じことがおきる可能性はある。
SFAS121の回収可能性テストによると，簿価>資本価値となる時点で減損認
識されるため， ・・・[図3Jのようなケースにおいても，簿価>資本価値となっ
たt時点において減損が認識されることになる。つまり， SFAS121の回収可能
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性テストという減損認識の基準によると，当初から簿価>資本価値となること
が予定されていたケースにおいても減損が認識されてしまうことを，排除でき
ないのである。
では，それがなぜ問題なのだろうか。それは本来，減損は，何らかの事情に
よってその事業資産の収益性が途中で低下した場合に認識されるべきだ、からで
ある。上のケースでは，使用の途中で収益性が低下したわけではない。にもか
かわらず， SFAS121の回収可能性テストによると， t時点で減損が認識されて
しまうのである。収益性が低下したわけでもないのに，減損が認識されてしま
うのは問題と言えよう。」
[図 3]
V，B 
V。
Vt 
時間
②の問題点 :rSFAS第121号による認識基準によれば 使用価値>帳簿価額
>公正価値のケースにおいては，帳簿価額>公正価値であっても，減損が認識
されないとの問題点J
醍醐は，②の問題点を「このケース (PV使用価値>BV簿価総額>FV公
正価値一引用者挿入)に注目するわけは， BV>FVであるから， SFAS121が
採用した減損の測定属性からすると減損損失が計上されてしかるべき状況であ
るが， PV>BVであるため減損は認識されないという意味で，減損の認識
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と測定が背離するケースに該当するからである。このことは， BV>FVで、
あつてもPV>BVのときは公正価値を属性にして減損を測定するというS釘FA凶S 
121の規定が無機能化することを意味している。バ」と指摘している(側lω9ω)
また，須田も，同様の問題点を「もしSFAS121モデルのように，減損を識別
するハードルを高くし 減損の戻し入れを禁止すれば，減損しているのにそれ
が認識されない(認識が遅れる)ケースや 回収可能額が増加しているのにそ
れを無視するケースが多発する。」と指摘している (2ヘさらに， IAS第32号 (B
para.83)も，同様の問題点を「このアプローチ (SFAS121による認識基準一引
用者挿入)の特徴のlつは 減損損失の認識基礎と測定基礎とが異なる点にあ
る。たとえば，資産の公正価値がその帳簿価額より小さい場合であっても，割
引前キャッシュ・フロー(利子費用を配分しない)の総額が帳簿価額より大き
い限り，減損損失は認識されないであろう。このようなことは，特に資産が長
期の耐周年数を有する場合に発生するであろう。」と指摘している。
③の問題点: r合理的な企業の行う意思決定は 資産から予想される見積正
味将来キャッシュ・フローに基づいているのに， SFAS第121号による減損の認
識基準は，貨幣の時間価値や資産に固有のリスクを考慮に入れていないとの問
題点」
IAS第32号 (Bpara， 85)は，③の問題点を rB para. 20において説明したよ
うに，資産の減損の可能性があると認識される場合，合理的な企業は投資意思
決定するであろう。したがって，資産を減損するかどうかを決定する場合，貨
幣の時間価値と資産に固有のリスクを考慮することは 適切である。このこと
は，資産が長期の耐用年数を有している場合，特に当てはまる。」と指摘して
いる。
IAS第32号は， Bpara.20において，合理的な企業の投資意思決定を次のよう
に説明している。
「回収可能価額の測定を律すべき原則を決定するさいに，理事会は，第一段
階として，企業が減損される資産を発見する場合，どのように対処するかを考
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慮した。理事会は，そのような場合，企業は資産を保有し続けるかまたは処分
するかのどちらかであると断定した。たとえば，企業は，資産の用役潜在性が
減少したことを発見した場合 次のように決定する。
企業は，資産の売却からの正味受取額が営業活動において継続的に使用す
るよりも高い投資利益をもたらすならば，当該資産の売却を決定するであろう。
または
企業は，資産の用役潜在性が当初の予測より低いとしても，その資産を保
有し，使用することを決定するであろう。その理由として 次のようなことが
考えられる。
( i )当該資産を直ちに売却または処分することができない。
(坦)当該資産を安値でしか売却することができない。
(盟)追加的な努力または支出は必要だ、が，当該資産の用役潜在性を回収で
きる。
(iv) 当該資産は当初予測したほどではないが，なお収益力がある。
理事会は合理的な企業の行う意思決定は，実質的には，資産から予想される
見積正味将来キャッシュ・フローに基づく投資意思決定であると結論づけた。J
N SFAS第121号による測定基準を支持する見解とその問題点、
第E節で述べたように， SFAS第121号は，減損の測定基準を「資産の帳簿価
額が資産の公正価値を超過する金額で測定しなければならない。」と規定して
いる。本節では， SFAS第121号による測定基準を支持する見解とその問題点を
明らかにする。
(1) SFAS第121号による測定基準を支持する見解
SFAS第121号による測定基準を支持する見解によれば，次の3つの論点が主張
されている。①公正価値は，資産の新しい原価基礎として妥当であるとの論点，
②公正価値は，容易に入手可能な，客観的かつ信頼しうる測定値であるとの論
点，③内部創設の営業権を資産の減損価値の測定値に含めるべきではないとの
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論点。
①の論点: r公正価値は 資産の新しい原価基礎として妥当であるとの論点」
この論点は，次のように説明される。つまり，減損資産を継続的に利用する
意思決定は，新たに資産を購入する投資意思決定と同等のものであるので，減
損資産は公正価値で測定すべきであり，その公正価値は，資産の新しい原価基
礎として妥当である。
SFAS第121号は，①の論点を次のように主張している(ω2幻刊1)
「資産の帳簿価額がその測定値(割り引かない 利子費用を含まない予測され
る将来キヤツシユ.フロ一の総額一引用者挿入)を利用してみて，回収可能で
ない場合，審議会は，減損資産にとって新しい原価基礎が妥当すると考えた。
審議会は，減損資産を売却するのではなく，継続的に利用する意思決定は，当
該資産に投資する意思決定と経済的に類似していると結論づけた。したがって，
減損資産は，公正価値で測定すべきである。減損の金額は，減損資産が資産の
公正価値を超える金額でなければならない。その公正価値が資産の新しい原価
基礎となる (para.69)。
企業実体が，資産を利用することから生じると予測される将来キャッシュ・
フローによって，資産の帳簿価額は回収されないであろうと判定した場合，企
業実体は，資産を売却し，その受取額を代替的目的に利用するか，その事業活
動において減損資産を継続的に利用するかを決定しなければならない。この意
思決定は，おそらく，これらの代替的行動コースから生じると予測される将来
キャッシュ・フローの比較に基づく。それは，本質的には，資本投資意思決定
である。いずれの代替的行動コースにおいても，減損資産の売却からの受取額
が，資本投資意思決定において考慮される。したがって 減損資産を継続的に
利用する意思決定は，新たに資産を購入する意思決定と同等のものである。公
正価値という新しい基礎が妥当する (pa刊.70) 0 J 
②の論点: r公正価値は，容易に入手可能な，客観的かつ信頼しうる測定値
であるとの論点」
- 48 (586)一
この論点は，使用価値(将来キャッシュ・フローの割引現在価値)が経営者
の判断の介入する余地のある主観的な測定値であるとの観点から，主張される。
SFAS第121号 (para.72)は，②の論点を「審議会によれば，公正価値は，理
解し易い概念であると考えられている。それは，資産が自発的な意思を有する
当事者間での取引で売買される金額である。公正価値による測定値は，経済理
論の基礎であり，市場の現実を基礎にしている。公正価値の見積もりは，多く
の資産，特に機械設備にとって，公式な形態で即座に利用可能である。ある種
の資産にとって，種種のオンラインデータベースサービスが，アップツーデー
トな市場価格情報を提供している。公正価値の見積もりは，また，資産が自発
的な意思を有する当事者間の取引において交換される場合はいつも，定期的な
検証を受ける。」と主張している。また G4t1のスペシャルレポート
(para. 2. 3. 8)も，②の論点について， r将来利用するために保有されている資
産の減損価値として使用価値ではなく公正価値の採用を支持するワーキンググ
ループのメンバーは 資産の公正価値と使用価値が異なる場合，公正価値のほ
うが，資産の減損価値についでのより客観的かつ信頼しうる測定値であると主
張している。」と述べている。さらに IAS第32号 (para.B27 )も，②の論点
を公正価値の支持者の主張として， r回収可能価額を測定する目的は，企業に
固有の価値ではなく 市場価値を見積もることである。企業の将来キャッシュ・
フローの現在価値についての見積りは主観的であり，場合によっては乱用され
るかもしれない。市場の判断を反映する観測可能な市場価格は，資産から回収
される金額についてのより信頼できる測定方法である。それらは経営者の判断
の介入する余地を減少させる。」と説明している。
③の論点: r内部創設の営業権を資産の減損価値の測定値に含めるべきでは
ないとの論点」
この論点は，使用価値には，内部創設の営業権が含められるとの観点から，
主張される。
G4+1のスペシャルレポートは，③の論点を次のように指摘している問。
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「資産の減損価値として公正価値の採用を支持するワーキンググループのメ
ンバーは，資産の使用価値が公正価値を超える場合または資産グループの使用
価値が資産グループの公正価値を超える場合，その超過額は，資産または資産
グループが配置されている企業によってもたらされる識別不能な総合的便益か
ら生じる正味のキャッシュ・インフローの現在価値を表す。これらの識別不能
な総合的便益は，優れた経営チーム，顧客ローヤリィティおよび識別不能な無
形資産といった一連の要圏によってもたらされるであろう。これらの総合的便
益の源泉は，識別不能である。というのは，それらの各々が， w上乗せ』が予
測される正味のキャッシュ・インフローを発生させるかどうか，またどの程度
発生させるかを信頼しうる方法で決定できないからである (para.2. 3. 9)。
このワーキンググループのメンバーは 資産の減損価値の測定値にこれらの
総合的便益から生じる正味のキャッシュ・インフローを含めることは，内部創
設の営業権を資産として認識することと同じことを意味するとも主張した。内
部創設の営業権(識別不能な資産に内包され 購入取引において取得されない
将来経済的便益)を，資産として認識することは認められていない。というの
は，それは信頼性をもって測定できる原価または他の価値を有していないから
である。したがって，ワーキンググループのメンバーは，内部創設の営業権を
資産の減損価値の測定値に含めるべきではないと主張した (para.2. 3. 11) 0 J 
また， IAS第32号 (para.B27 )も，③の論点を「資産が当該企業に対して他
の参加企業に比べより大きな正味キャッシュ・フローを発生させると予測させ
る場合には，そのより高い収益は，ほとんどすべての場合，事業及びその経営
者チームの相乗作用からの内部創設営業権によって生じる。公開草案第60号
『無形資産』における当該内部創設営業権は，資産として認識してはならない
という理事会の提案と整合性を保つために，これらの市場を超えるキャッシュ・
フローは，資産の回収可能価額の評価から排除すべきである。」と説明してい
る。
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(2) SFAS第121号による測定基準の問題点
SFAS第121号による測定基準の問題点として，次の3点が指摘されている(問。
①、SFAS第121号による測定基準は，減損資産を継続的に利用する意思決定
が新たに資産を購入する投資意思決定と同等のものであるとの解釈に基づ
いているが， この解釈には無理があるとの問題点
② 減損資産を測定するために用いられる公正価値は，容易に入手可能な，
客観的かつ信頼しうる測定値ではないとの問題点
③ 減損資産を測定するために公正価値を用いることは，資産の収益力が低
下したにもかかわらず 当該資産によって将来期間において超過利益がも
たらされることになるとの問題点。
①の明題点: rSFAS第121号による測定基準は 減損資産を継続的に利用す
る意思決定が新たに資産を購入する投資意思決定と同等のものであるとの解釈
に基づいているが， この解釈には無理があるとの問題点」
①の問題点は，次のように説明される。収益力が低下した減損資産を継続的
に利用する意思決定が 新たに資産を購入する投資意思決定と同等のものであ
るとの解釈が成り立つためには，資産は見かけ上は継続保有されているが，資
産の保有目的が変更されることが前提条件となると考えられる。もし，資産の
保有目的が変更されるとのこの前提条件が常に満たされるなら，減損資産を継
続的に利用する意思決定は 保有目的変更前の資産を売却し，回収した資金を
保有目的変更後の資産に再投資する意思決定と同等のものであり，公正価値に
よる測定の妥当性を合理的に説明できると考えられる。しかしながら，収益力
が低下した減損資産が その保有目的を変更することなく，従来と同じ保有目
的のために継続的に利用されるケースもある。このようなケースについて，減
損資産を継続的に利用する意思決定が，新たに資産を購入する投資意思決定と
同等のものであるとする解釈には無理があると考えられる。
米山は， SFAS第121号による測定基準の妥当性を「資産の収益力の低下→資
産の保有目的の変更→事実上の再投資→公正価値による測定の妥当性」といっ
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た論理によって説明できるとして 次のように述べている問。
「事実上の再投資が認められる場合としてそこで措定されているのは，資本
設備の簿価が，そこから予測されるキャッシュフローを割り引かずに合計した
ものを超えてしまうようなケースである。このとき，問題の償却性資産から予
測される収益は著しく低下しているものと考えられる。こうした事態が生じて
いるにもかかわらず 従来どおりの営業形態が最善の選択であり続けると考え
るのは難しい。このように 見かけのうえでは継続保有しているに過ぎない償
却性資産の保有目的が実質的に大きく変化しているのであれば，そこには事実
上の再投資を見出すことができる。これまで実行してきた投資を中断し新たな
投資に着手した結果として 問題の資本設備に係る保有目的が変化したものと
みなしうるのである。
では事実上の再投資が認められるとき その事実は業績評価のありかたにど
ういう影響を及ぼすのであろうか。これまでとは異質な投資が新たに始められ
たという事実認識によることとなる以上 そこでは業績評価のフレームワーク
のほうも新たな期待にそくしたものへと修正する必要が生じる。具体的には，
これまで保有してきた財を実際に売却して旧来の投資を清算し，そこで回収し
た資金をもとに新たな投資を実行した場合を準拠枠とすることとなる。つまり
問題の償却性資産について，見積もりを修正した時点の市場価格まで評価を切
り下げ，切り下げ額にみあう損失を期間損益に反映させるやりかたが導かれて
くるけ
②の問題点: i公正価値は，容易に入手可能な，客観的かつ信頼しうる測定
値ではないとの問題点」
②の問題点は，公正価値が容易に入手可能な測定値ではないとの問題点に加
えて，資産の公正価値が入手可能な場合に，その代用として用いられる企業固
有の予測将来キャッシュ・フローについての測定値は，公正価値とは異質なも
のであるとの問題点をも含んでいる。
ノースカットは，②の問題点を次のように指摘している問。
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「ノースカットによれば，本基準書による長期性資産の本質のため，活発な市
場相場は，めったに入手できないであろう，したがって，他の評価技法の利用
か要求されるであろうと考えられている。類似資産の価格，レンタルキャッシュ・
フローおよび、鑑定評価が，事務所用建物などのような特定資産に対する合理的
な公正価値の見積もり金額を生み出すであろう。しかし，製造設備または工業
用機械設備などのような固有な資産については，入手できないであろう。ノー
スカットによれば，公正価値を見積もるために利用するキャッシュ・フローは
ある種の『市場』キャッシュ・フロー概念に基づかなければならないと考えら
れている。彼は，唯一入手可能な情報が，資産の利用および、売却から予測され
る企業実体自体のキャッシュ・フローに限られる場合，本基準書の実行可能性
に疑問を持っている。ノースカットの見解によれば，資産の予測将来キャッシュ・
フローについての企業実体固有の仮定を利用する測定値は 公正価値を表さな
い。」
③の問題点: i減損資産を測定するために公正価値を用いることは，資産の
収益力が低下したにもかかわらず，当該資産によって将来期間において超過利
益が計上されることになるとの問題点J
ノースカットは，この問題点を「減損資産を測定するために公正価値を用い
ることは，その資産の本質を認識せずに，減損資産を売却ではなく保有し続け
るとの経営意思決定に基づく『再出発』会計を容認し，当期における過大な損
失と将来期問における過大な利益を通常もたらす。」と指摘している(側26)的
この問題点は，減損の測定基準として，キャッシュ・フローの総額や割引現
在価値を用いる場合と比較することによって 明らかになる問題点である。つ
まり，減損資産を測定するためにキャッシュ・フローの総額を用いる場合，そ
の後，キャッシュ・フローが予想通りに実現すれば，将来期間において利益は
計上されないであろう。また 減損資産を測定するために割引現在価値を用い
る場合，その後，キャッシュ・フローが予想通りに実現しでも，将来期間にお
いて割引率である資本コストに相当する金額の利益が計上されるであろう。こ
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れに対して，減損資産を測定するために公正価値を用いる場合，その後，キャッ
シュ・フローが予想通りに実現すれば，将来期間において公正価値を超える超
過利益が計上されるであろう。
V むすび
SFAS第121号は，減損の認識基準について， I予測される将来キャッシュ・フ
ローの総額が資産の帳簿価額以下である場合，減損を認識しなければならない。」
と規定している。つまり，資産の減損認識の判定値として I(割り引かない，
利子費用を含まない)予測される将来キャッシュ・フローの総額Jを採用して
いる。この将来キャッシュ・フローの予測は，経営者の判断に基づくものであ
る。また， SFAS第121号によれば，資産が他の資産と一体となってキャッシュ・
フローをもたらす場合 他の資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立
した，識別可能なキャッシュ・フローをもたらす最小単位に，資産をグループ
分けしなければならないが， このグループ分けも，経営者の判断に基づくもの
である。したがって SFAS第121号による減損の認識基準は，経営者に資産の
減損について裁量の余地を与え 財務諸表の比較可能性の欠知をもたらす可能
性がある。しかしながら 多くの企業が資本投資意思決定について事後的監査
を実施しているところから，将来キャッシユ・フローの予測は，企業に過大な
追加的コストを負担させることはないように思われる。したがって， SFAS第12
1号による減損の認識基準は 実務上実行可能性の高い基準であると考えられ
る。
SFAS第121号は，減損の測定基準について， I資産の帳簿価額が資産の公正価
値を超過する金額で測定しなければならない。Jと規定している。この測定基
準を支持する見解によれば，減損資産を継続的に利用する意思決定は，新たに
資産を購入する投資意思決定と同等のものであるので 減損資産は公正価値で
測定すべきであり，その公正価値は，資産の新しい原価基礎として妥当である
主張される。つまり，この見解によれば，減損資産を継続的に利用する意思決
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定は，新たに資産を購入する投資意思決定と同等のものであるとの解釈に基づ
いている。しかしながら，この解釈に合理性が認められるのは，資産が見かけ
上は継続保有されているが，資産の保有目的が変更されるケースに限られると
考えられる。つまり，資産の保有目的が変更されるケースであれば，減損資産
を継続的に利用する意思決定は，保有目的変更前の資産を売却し，回収した資
金を保有目的変更後の資産に再投資する意思決定と同じであり，公正価値によ
る測定の妥当性を合理的に説明できると考えられる。他方，減損資産の保有目
的を変更することなく，従来と同じ保有目的のために継続的に利用されるケー
スについて，減損資産を継続的に利用する意思決定が，新たに資産を購入する
投資意思決定と同等のものであるとする解釈には無理があると考えられる。し
たがって， SFAS第121号による減損の測定基準は，ある特定の状況(減損資産
の保有目的が変更されるケース)において，論理的合理性を有する基準である
と考えられる。
(注)
(1) Financial Accounting Standards Board， Statement of Financial Accounting 
Standards No. 121: Accounting for the Impairment of Long-Lived Assets and for Long-
Lived Assets to be 邸宅posedof (FASB，1995). SFAS第121号 (para.3)は，基準の適
用対象について i本基準書は，保有し利用する予定の長期性資産，識別可能な無
形資産およびこれらの資産に関係する営業権と処分する予定の長期性資産および識
別可能な無形資産に適用される。本基準書は すべての企業実体に適用される。本
基準書は，金融商品，金融機関の長期的顧客関係に係わる無形資産(たとえば，預
金者およびクレジットカードの保有者リスト)，抵当およびその他のサービス権，
繰延保険契約取得費用，繰延税金資産には適用されない。」と述べている。
なお， SFAS第121号は， 2001年8月に iFinancialAccounting Standards Board， 
Statement of Financial Accounting Standards No. 14: Accounting for the Impair同
ment or Disposal of Long-Lived Assets一以下SFAS第144号と略称するJとして改訂
された。
(2) SFAS第121号 (para.2)は 従来の減損に関する会計実務について， i機械設備の
ような長期性資産は，通常，取得日の公正価値である取得原価で記録される。この
取得原価は，通常，減価償却(償却)によって時の経過に伴って減額される。その
結果， この取得原価は，当該資産が利用される期間に配分される。この実務は，資
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産の減損が決定される状況のものでは，修正されてきた。このような状況では，資
産は，残存する取得原価より小さい新しい帳簿価額に切り下げられ，損失が認識さ
れてきた。会計基準は，減損を認識する時期または減損を測定する方法について，
一般に取り組んでこなかった。」と述べている。
(3) Pinancial Accounting Standards Board， Discussion Memorandum: an analysis 01 
issues ref，α'ted to Accounting lor the Impairment 01 Long-Lived Assets and Identifiable 
Intangibles (P且SB，1990). 
(4) Pinancial Accounting Standards Board， Exposure Drafts， Proposed Statements 
of Pinancial Accounting Standards: Accounting lor the Impairment 01 Long-Lived 
Assets (PASB， 1993). 
(5) International Accounting Standards Committee， International Accounting 
S t andard No. 36: Impairment 01 Assets (IASC， 1998). IAS第36号によれば，回収可
能価額(使用価値と正味売却価格のいずれか高い方)が帳簿価額より低い場合に
減損が認識され，当該資産の帳簿価額と回収可能価額との差額として減損損失が測
定される。
(6) Paul， Jim， Pinancial Accounting Series : Special Report， International Reviw 01 
Accounting Standards SpecゆingαRecover，αbleAmount Test lor Long-Lived Asset 
(PASB， 1997). このスペシャルレポートを作成したワーキンググループのメンバー
は，アメリカ，カナダ，イギリス，オーストラリア ニュージーランドの各会計基
準設定主体および国際会計基準委員会のメンバーやスタッフから構成されている。
彼らは，所属する会計基準設定主体を代表しているが，彼らの見解は，個人的なも
のであり，会計基準設定主体によって公式に検討されたものではない。
(7)企業会計審議会による「固定資産の会計処理に関する論点の整理J(2000年6月)
および「固定資産の会計処理に関する審議の経過報告J(2001年7月)参照
(8) SPAS第121号 (para.4)は，減損発生の兆候がある場合「企業実体は，事象または
状況の変化によって，資産の帳簿価額が回収できないかもしれないことを示す場合
はいつも，利用目的で保有される長期性資産および特定の識別可能な無形資産の減
損について検討しなければならない。」と規定している。
(9)以下の【設例 I】~【設例E】は，次の文献に基づいている。
Cocco， Anthony， and Tommy Moores，“Accounting for the Impairment of Long-
Lived Assets，" The CPA Journal (October 1995)， p. 25-27. 
(10) SPAS第121号 (para.9)は，予測されるキャッシュ・フローの見積もりについて
「予測されるキャッシュ・フローの見積もりは，合理的でかつ支持できる仮定およ
び予測に基づく最善の見積もりであるべきである。予測されるキャッシュ・フロー
の見積もりを形成するさいに，すべての入手可能な証拠を考慮すべきである。証拠
に付与するウエイトは，その証拠が客観的に検証できる程度に対応すべきである。
キャッシュ・フローの金額または時期のいずれかがある範囲を持った見積もりであ
る場合，将来キャッシュ・フローの最善の見積もりを算定するさいに，起こりうる
結果についての可能性を検討すべきである。」と述べている。
(11)また， SPAS第121号 (para.74)は，資産の公正価値の測定について， r審議会は，
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活発な市場における市場相場が，資産の公正価値についてのもっとも客観的かつ目
的適合的な測定値であり，それが入手可能であるなら，利用すべきであると結論づ
けた。市場相場が，入手可能でないならば，公正価値の見積もりは，その状況にお
いて入手可能な最善の情報に基づくべきである。公正価値の見積もりは，類似の資
産にとっての価格やその状況において利用可能な範囲で、の評価技法の結果を考慮す
べきである。本基準書の対象となっている資産を測定するための技法は，公正価値
を測定するとの目的と首尾一貫すべきであるし，市場参加者が資産の公正価値につ
いての見積もりにおいて利用するであろう前提を組み込むべきである。」と規定し
ている。
(12)資産の回収可能性を決定するさいに営業権を資産の一部として含めなければなら
ないとのSFAS第121号 (para.12)の規定は， SFAS第144号により削除された。
(13) SFAS第121号 (para.49)は，減損の認識基準と貸借対照表の基礎にある前提との
首尾一貫性について，次のように説明している。「審議会によれば，減損の状況，
つまり，資産の帳簿価額が完全には回収できない状況は，資産の減価償却方法，耐
用年数および、残存価額の見積りを再検討する必要性とは異なると考えられている。
ARBNo. 43 (第9章第3節para.5)において，減価償却という会計手続は w有形固
定資産の原価またはその他の基礎価額から残存価額(残存価額がある場合)を控除
した額を，組織的かつ合理的な方法で，固定資産単位(固定資産のグループであっ
ても差し支えない)の見積耐周年数に配分することを目的とする会計方法である。
それは，配分の過程であって，評価の過程ではない。』と規定されている。減価償
却という会計手続は，資産の回収可能な帳簿価額を配分するために行われることを
認識することが重要である。回収期間が以前見積もったものより長かったり，短かっ
たりする場合があるであろう。また 代替的な減価償却の方法がより適切である場
合もあるであろう。それにもかかわらず 減価償却という会計手続が行われる場合
には，資産の帳簿価額が回収されるであろうことが本来前提とされている。」
(14) American Institute of Certified Public Accountants， Statement of the Ac-
counting Principles Board No.4， Basic Concepts and Accounting Principles Under-
lying Financial Statement of Business Enteψrises， (AICPA，1970) p.81. 
(15) American Accounting Association， Accounting Concepts and Standards underlying 
CorJフorateFinancial Statements (1948 Rev i s i on) ，中島省吾(訳編) I増訂A.A.A.会
計原則」中央経済社，昭44年， 61頁。
(16) G4+1のスペシャルレポート (para.2. 2. 38)は， この論点について I歴史的原
価主義会計のもとでは，資産の減損認識の判定値を決定するために予測正味キャッ
シュ・インフローを現在価値に割引くべきではない。この見解を支持する論拠によ
れば，歴史的原価会計は，資産の経済的価値の測定に係わっていないので，資産原
価の回収可能性に対する貨幣の時間価値の影響といった問題は考慮されない。」と
説明している。
(17) SFAS第121号 (para.68)は，その他の問題点について， I審議会は，キャッシュ・
フローの見積もりにおける比較的小さな変化が資産の帳簿価額における大きな差額
をもたらすことになるとの理由でこのアプローチに反対する者がいることを承知し
- 57 (595)一
ている。審議会は，割り引かないキャッシュ・フローを回収可能性テストとして利
用することが適切であるかどうかを評価するさいに，この異議を考察した。審議会
は，実務上の観点から， このテストの潜在的有用性は，この反対理由を克服するに
十分であると結論づけた。」と述べている。また，田中は， SFAS第121号全体の問
題点を次のように指摘している。 iFASBの基準書は一般に詳細に規定しすぎるとの
批判もあるが，第121号はむしろ包括的な指針を示すにとどめ，さまざまな段階で
経営者による裁量の余地を大幅に認めている。たとえば，減損指標の確認，資産の
グルーピング，キャッシュフローの見積もり，割引率の選択などに関して，判断を
行使する相当な余地が経営者に与えられている。資産のグルーピングについては，
資産のグループ化のレベルを高くすれば高くするほど 資産の評価減は生じなくな
るであろう。望ましい会計的結果を出すように資産のグルーピングを行うことが可
能であろう。(改行)将来キャッシュフローの見積もりも経営者の判断によって大
きく左右されるであろう。おそらく経営者が評価減を望まないならばキャッシュフ
ローの予測は楽観的になろうし 反対に経営者が評価減を望むならばキャッシュフ
ローの予測は悲観的になるであろう。j 田中建二(著) i時価会計入門」中央経済社，
1999年，74頁。
(18)勝尾裕子(稿)， i事業資産の評価における見積もりの改訂一費用配分と減損処理一」
『学習院大学経済論集』第37巻第2号 2000年7月， 141-142頁
なお，勝尾(同掲論文， 137-138頁)は，キャッシュフローの総額と資本価値と
の関係について iある時点の簿価の回収可能性をテストするなら，簿価と比べら
れるべき対象は，本来，資産の使用・処分から生じる将来キャッシュフローの割引
現在価値のはずであって，割引前の総額ではない。 SFAS121の回収可能性テストに
おいて割引前の総額が用いられているのは，割引率の選定など技術的な問題を回避
するためとも，あるいは実務上の配慮から，減損と判定されるケースを制限するた
めとも考えられる。もっぱら理論的な検討を目的とする本稿では，回収可能性テス
トを，任意の時点の簿価と，将来キャッシュフローの割引現在価値すなわち資本価
値との比較に置き換えて議論を進めるが，ここではキャッシュフローの総額もまた
資本価値を代理するものとみておこう。Jと述べている。
また，勝尾(同掲論文， 142頁)は， このSFAS第121号の問題点の解決策を次のよ
うに提起している。「既存の会計システムの枠内で，上の問題を解決できる方法を
考えてみよう。たとえば，回収可能性テストの対象を， 0時点で予想した t時点の
資本価値Vtに比して， t時点で予想した t時点の資本価値V'tが下落するケー
スに限定すればどうであろうか。 Vtは，0時点で予想した tt1s寺点以降のキャッシュ
フロー の， t時点における割引現在価値であり， vrtは， t時点で予想した tt1
時点以降のキャッシュフローの， t時点における割引現在価値である o t時点で何
らかの事情が生じたために， t + 1時点以降に関する将来予測が下方修正されると，
O時点で予想した t時点の資本価値Vtは， t時点で予想した t時点の資本価値V't
に下落することになる。(改行)SFAS121による減損認識の条件は，回収可能性テス
トのみであり，資本価値の増減に関する条件は課されていない。ゆえにSFAS121に
おいては， Vt> V'tとなるケースだけでなく， t時点における将来予想がO時点
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における予想に比して改善したために資本価値が増加するようなVt< V'tのケー
スや，両時点の将来予想が変わらないようなVt =V' tケースであっても，回収可
能性テストの対象となりうる。 SFAS121の回収可能性テストでは，簿価を資本価値
V'が下回りさえすれば，資本価値の増減に関係なく，減損認識されるのである。」
このSFAS第121号の問題点に対する同様の解決策が，次の論者によっても暗示さ
れている。米山正樹(稿) I資本設備の減損一簿価切り下げの論拠-J W産業経理』
第60巻第1号2000年4月， 70-71頁，辻山栄子(稿)， I聞定資産の評価JW企業会計』
第53巻第l号2001年1月， 36-37頁。
(19)醍醐聴， (稿) I減損会計の測定属性と現在価値会計の展望JW会計』第157巻第6
号2000年9月， 10-11頁。
(20)須田一幸(稿)， I減損会計の実務と理論J W関西大学商学論集』第43巻第4号1998
年10月， 201-202頁。
(21) SFAS第121号 (para.71)は，減損の測定基準として公正価値を利用することは，
原価主義の原則からの離脱ではないとの主張を次のように述べている。 1.. .審議
会によれば，減損資産の公正価値は，経営意思決定プロセスと首尾一貫するので，
それは資産を利用し続けることの原価についての最善の測定値であると結論づけら
れた。おそらく，いかなる企業実体も，資産を利用し続けるとの代替案が，資産を
売却し，その受取額を再投資するとの代替案以上に，予測される将来キャッシュ・
フローを生み出すことが予測されない限り 資産を利用し続ける決定をしないであ
ろう。審議会は，減損の金額を測定するために公正価値を利用することは，原価主
義の原則からの離脱ではないとも考えた。むしろ，公正価値の利用は，新たに取得
した資産にとって新たな原価基礎が決定されなければならない場合はいつも，現行
の会計システムにおける他の局面で実施されているその原則の一貫した適用である。」
(22) G4+Iのスペシャルレポートによれば， para. 2. 3. 9で言及したワーキンググルー
プのメンバーは， I資産の減損価値の測定値にこれらの総合的便益から生じる正味
のキャッシュ・インフローを含めることは 実務上もっとも低い集計水準での個々
の資産または資産グループの帳簿価額に回収可能価額テストを適用すること(企業
ではなく資産および負債を測定すること)が概念上は望ましいとするワーキンググ
ループのメンバーの見解と矛盾するであろうと主張した (para.2. 3. 10) J上で，資
産グループの公正価値がそのグループを構成する資産の市場価格の総額を超える場
合，その差額は，内部創設の営業権を表すであろうとの批判に対して，次のように
反論している。「資産グループの公正価値がそのグループを構成する資産の市場価
格の総額を超える場合，その差額は，内部創設の営業権を表すであろうと主張する
コメンテイターがいる。上述したワーキンググループのメンバーは， このことに不
合意である。というのは 資産グループの公正価値に内包される総合的便益は，資
産グループに完全に帰属させられうるからである。したがって，それは W識別不
能な資産に内包される将来経済的便益』ではない。内部創設の営業権を認識しない
ことを保証するためには 資産グループが公正な取引において，事情に精通した自
発的な当事者間で交換される金額を忠実に反映しているとの信頼しうる証拠がなけ
ればならない。資産グループの公正価値についての信頼しうる証拠には，活発な市
- 59 (597)一
場での市場価格，比較可能な資産について観察される市場価格または他の市場参加
者が公正価値の見積もりを利用するさいの仮定を用いて見積もった正味の将来キャッ
シュ・インフローの現在価値がある (para.2. 3. 12)。逆に， para. 2. 3. 9で指摘した
ワーキンググルーのプメンバーは 資産グループに内包される総合的便益の価値は，
公正価値に織り込まれるので，資産グループの使用価値がその公正価値を超える場
合， w市場を超える』正味のキャッシュ・インフローは，明らかに資産グループに
よってもたらされることはないと主張している (para.2. 3. 13) 0 J 
(23) IAS第32号 (para.B28)は，減損資産を測定するために公正価値を用いることに
反対する理由を次のように指摘している。
(a) 理事会は，資産の回収可能価額に関する市場の予測を当該資産を所有する個別
企業の行う合理的な見積りより優先させてはならないと考える。たとえば，ある
企業が，市場で入手できる情報よりすぐれた将来キャッシュ・フローに関する情
報を有することがあろう。または ある企業がその最善の用途とする市場の見解
と異なる方法で資産を利用することを計画することもあろう。
(b) 市場価値は，公正価値を見積もる方法であるが，それは，買手および売手の双
方に取引を行う意思があることを反映する場合のみである。企業が資産を利用す
ることによって，それを売却するよりも大きなキャッシュ・フローを生成させる
ことができるならば，合理的な企業は資産を売却する意思はないであろうから，
当該資産の市場価値を回収可能価額の基礎とすることは間違いである。したがっ
て，回収可能価額は 2当事者間の取引(それが生じる見込みはありそうではな
い)だけではなく，企業による利用からの当該資産の用役潜在性をも考慮しなけ
ればならない。
(c) 理事会は，資産の回収可能価額を評価するに当たって，目的適合性を有するも
のは，他の資産との相乗作用による効果を含む 当該資産から回収すると企業が
予測し得る金額であると考えている。
(24)米山正樹(著) w減損会計一配分と評価一』森山書店， 2001年， 112・114頁
米山(同掲書， 115-116頁)は， この論理によると，収益力の低下を伴わずに保
有目的が変化するような場合においても同様の簿価修正が求められることになると
の観点から， SFAS第121号による測定基準の問題点を次のように指摘している。 iF
ASBの基準書は，投資目的が変化したかどうか(すなわち再投資を擬制しなけれ
ばならないかどうか)を著しい収益力の低下がみられるかどうかで判断している。
旧来の用途から十分な収益力が期待できなくなったとき，企業は一般に資本設備の
用途変更で予想外の不利な環境変化に対応するはずという推論は，とくに不自然な
ものではない。とすれば，収益力の低下が事実上の再投資を引き起こすという事実
認識も受け入れられないものではない。(改行)ただ資本設備に係る保有目的が変
化するのは，旧来の用途から十分な成果が期待できなくなった場合にかぎらない。
これまでの用途から当初予想したとおりの成果が引き続き期待できる場合であって
も，現在より多くのキャッシユフローを期待できるような用途が新たに見出される
ようなケースでは，その新たに見出されたものへと利用目的が変化するはずである。
つまり収益力の著しい低下は，資本設備の保有目的が変化するための事実上十分な
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条件であっても，必要な条件とはいえない。(改行)そうなると， FASBのよう
なやりかたで簿価の切り下げを論拠づけようとすれば，収益力の低下がみられる場
合だけでなく，それを伴わずに保有目的が変化するような場合においても同様の簿
価修正が求められることとなる。逆にいえば，収益力がむしろ上昇しているような
ケースにおいてさえ簿価修正を求める発想を現行ルールに見出せないかぎり，保有
目的の変化を簿価修正の論拠とみなすのは難しい。」
(25) SFAS第121号 (para.35とpara.36の問)
ノースカット (SFAS第121号・ para.35とpara.36の間)は，さらに，公正価値に
よる測定値の問題点を次のように指摘している。「さらに，ノースカットによれば，
売り手と買い手との間での交換取引という概念に基づく公正価値による測定値の利
用は，当該資産の本質を考慮していないと考えられている。彼は，公正価値での測
定は，オベレーショナルではないと考えている。明らかに 本基準書のパラグラフ
6における回収可能性テストは，企業実体ごとのテストである。資産の利用から生
じると予測される将来キャッシュ・フローの見積もりは，企業実体の特定の機械設
備および活動に固有の多くの側面を反映している。この見積もりは，企業実体の労
働力の効率，販売努力の効率，その技術の創造性，追加的資本を投資する経営者の
意欲などのような多くの変数についての仮定に依存している。予測される将来キャッ
シュ・フローを見積もることは いくらよくても極めて主観的なプロセスである。
しかし，それが企業実体の特定の機械設備および活動に係わるならば，それは，お
そらく企業実体の経営者の能力の範囲内にある。(改行)ノースカットによれば，
予測される将来キャッシュ・フローの時期を見積もり，これらのキャッシュ・フロー
を『リスクに見合う』利率で割り引くことは可能であろうが，その結果が公正価値
に近似すると考えることは，言い過ぎである。パラグラフ70において，審議会によ
れば，減損資産を売却せずに，利用し続ける意思決定は，代替的行動コースから予
測される将来キャッシュ・フローの比較に基づくものであり，本質的には資本投資
意思決定であると主張されている。審議会によれば，さらに，その代替的コースが，
予測される将来キャッシュ・フローの観点から，その資産を売却し，その受取額を
再投資するよりも，より多くを生み出すと予測されない限り，いかなる企業実体も，
資産を利用し続ける意思決定をしないであろうと考えられている。ノースカットに
よれば，審議会の合理性は，企業実体固有のキャッシュ・フローは，公正価値を見
積もるために利用する市場に基づくキャッシュ・フローと同じものではないこと，
したがって， 2組のキャッシュ・フローを決定しなければならないことを証明して
いると考えられている。J
(26) SFAS第121号 (para.35とpara.36の問)
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